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「長野県自治体情報化推進フェア 2024」会場設営委託業務 

一般競争入札への参加者募集（要項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１０月 

 

長野県市町村自治振興組合 

 

 

 

 

 

 



 

 

次のとおり「長野県自治体情報化推進フェア 2024」会場設営委託業務に係る 

一般競争入札への参加者を募集します。 

 

令和６年１０月１１日 

 

長野県市町村自治振興組合 管理者 羽田 健一郎 

 

 

第１ 委託の目的 

 長野県及び長野県内市町村の情報化推進の一環として行う、「長野県自治体情

報化推進フェア 2024」の会場を設営するため調達を行う。 

 

第２ 委託の内容 

 １ 委託内容 

 「長野県自治体情報化推進フェア 2024」会場設営の委託業務（搬入、搬出、

等含む。） 

２ 詳細 

本件の設計等は、「仕様書」による。ただし、類似するものは可能とする。 

 ３ 期限及び設営場所 

   (1) 契約期間 契約締結日から令和６年１１月３０日まで 

(2) 本委託日 令和６年１１月１８日から令和６年１１月１９日 

(3) 設営場所 〒390-0811 長野県松本市中央 1丁目 18番 1号  

Mウイング 南棟 ３～６階 

 

 ４ 入札額の算定 

（１）入札額 

仕様書参照 

※搬入、搬出等を含んで算定すること 



 

第３ 競争入札に参加する者に必要な資格 

１ 参加者の資格 

   次のいずれにも該当する者であることとする。 

 （１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当しな

い者であること。 

（２）長野県総務部長から管理その他の委託及び物品購入等入札参加資格

者に係る指名停止要領（平成11年４月１日付け11管第35号）に基づく

指名停止を受けている期間中の者でないこと。 

（３）長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号

に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者

でないこと。 

（４）長野県内に本社又は支社等の拠点が所在し、故障等の緊急時に迅速

な対応ができる者であること。 

 

第４ 参加表明書の作成・提出に係る事項 

参加をするものは、次のとおり提出すること。 

１ 参加表明書の作成様式 

（１）参加表明書  様式第２号による 

（２）参加要件資料 様式第３号による 

２ 参加要件資料記載上の留意事項 

（１）登録状況 

管理その他の委託及び物品購入等入札参加資格者の登録規程に基づく

登録状況を記載するとともに、同規程に基づく確認通知書の写しを添付

すること。（長野県又は長野県市町村に登録がある場合） 

（２）業務実績 

過去に委託を受けた同種または類似の業務の契約書の写しを添付する

こと。 

（３）提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

３ 問い合わせ先 

〒380-8570 長野県長野市大字南長野字幅下692-2 長野県庁西庁舎2階 

長野県市町村自治振興組合 事務局（鶴田） 



電   話 026-232-4921 

電子メール info@union.nagano-map.lg.jp 

４ 参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法 

（１）提出期限 令和６年１０月１８日（金） 

       （土曜日、日曜日及び祝日は除く。提出時間は午前９時か 

        ら午後５時までとする。） 

（２）提出場所 ３に同じ。 

（３）提出方法  

       ①電子データの提出 又は、 ②印刷資料の持参または郵送とする。

（①電子データは提出期限日必着とし、到達したことを電話で３の

問い合わせ先に確認すること。） 

（４）参加の取りやめ  

   参加表明後、やむを得ない事情で参加を取りやめる場合は、理由を 

  付記した辞退届を提出すること。 

５ 仕様書等必要書類の配布 

（１） 配布場所 

     ３に同じ（なお遠方の事業者はこの限りではない。） 

（２） 配布期間 

     ４に同じ 

（３） 配布方法 

     参加表明書の受理を以って直接配布とする。 

 

第５ 入札   

１ 期日 令和６年１０月２３日（水） 14:00 

２ 場所 〒380-0871 長野県長野市大字西長野字加茂北143-8 

長野県自治会館 １階 小会議室 

 

第６ その他 

 １ 契約書作成の要否 

 必要とする（別紙１「委託契約書（案）」による）。 

 ２ 関連情報を入手するための窓口 

 第４の３に同じ。 



第７ 補足 

  １ 契約手続において使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨とする。 

 ２ 契約保証金 

    契約保証金の納付はこれを免除する。 

 


